
令和６（2024）年度栃木県訪日旅行商品造成助成事業助成金交付要領 

 

この要領は、栃木県が、訪日外国人旅行を催行する旅行業者、旅行業者代理業者及び旅行サー

ビス手配業者（以下「旅行会社」という。）に対して、栃木県を訪れる海外からの旅行商品（以下

「本県ツアー」という。）に係る経費の一部を助成するために必要な事項を定めるものである。 

 

(目的) 

第１条 本事業は、栃木県を訪れる海外からの旅行商品の造成・販売に係る経費の一部を助成す

ることにより、団体旅行を通して外国人旅行者の来県促進及び県内消費拡大を図ることを目的

とする。 

 

(助成対象者) 

第２条 訪日外国人旅行を催行する旅行業法第３条又は第 23 条の登録を受けた旅行会社で、日本

国内に営業所を置き、書類の記載や問合せ対応等を日本語により行える者とする。 

 

(助成条件) 

第３条 本県ツアーで、１ツアーごとに次の条件を全て満たすこと。 

  (1) 令和６(2024)年４月 15 日（月）から令和７(2025)年３月 10 日（月）を対象期間とし、

対象期間最終日までに本県ツアーを完了すること。 
(2) 栃木県内の宿泊施設に２泊以上宿泊すること。 

  (3) 県内５エリア（日光・那須・県央・県東・県南）のうち、２エリア以上の有料観光施設

（飲食施設等を含む。）を利用すること。（県内５エリアの区分は別表１を参照。）なお、有

料観光施設は宿泊施設と別の施設を利用することとし、１カ所以上は飲食施設以外の有料

観光施設を含むこと。 
  (4) 県内における参加者１名あたりの宿泊施設及び有料観光施設の利用料金の合計額が平

均して 20,000 円（税込）以上であること。 

  (5) 申請者が企画実施又は各施設の手配及び精算を行い、送客数が 10 名以上の団体旅行で

あること。 

(6) 日本国内の行政機関等の委託により催行するツアーでないこと。 

(7) 申請する本県ツアーについて、他の旅行会社が当該ツアーへの申請を行っていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する等により、栃木県訪日旅行商品造成助成

事業事務局（別表２のとおり。以下、「事務局」という。）が助成金の交付を不適当と判断した

場合は、第７条に定める交付の決定を行わない場合がある。 
(1) 本県滞在が著しく短い場合 

(2) 観光を主目的としない滞在の場合 

(3) 本事業において交付決定を受けたツアーの催行実績が著しく低い場合 

 

(受付期間) 

第４条 交付申請の受付期間は、令和６(2024)年４月 10 日（水）から令和７（2025）年２月 25

日（火）までとする。なお、旅行実施日を問わず、申請の受付は先着順とし、期間内であっ

ても予算がなくなり次第、受付を終了する。 



(助成額) 

第５条 助成の種類は基本助成及び加算助成とし、それぞれの助成額は、旅行の参加者１名につ

き別表３のとおりとする。ただし、１本県ツアーにつき、それぞれ同表に定める金額を限度額

とする。 
２ 旅行会社１社あたりの助成額の限度額は別表４のとおりとする。 

 

(交付申請) 

第６条 助成金の交付を申請しようとする者は、本県ツアー開始予定日から起算して原則として

15 日前までに、「助成金交付申請書」(様式第１号)に次に掲げる書類を添えて、事務局にメー

ルで提出しなければならない。なお、同一申請者で複数回の本県ツアー催行を予定している場

合、本条第３号及び第４号の書類については初回のみの提出で足りるものとする。 

  (1) 誓約書（様式第２号） 

(2) ツアー行程表（任意様式） 

(3) 助成金の受取りに指定する事業者名義（個人事業者の場合は代表者名義）の日本国内の

金融機関口座の通帳の写し（インターネットバンキングの場合は、振込先が分かる画面の

キャプチャーでも可） 

(4) 旅行業法第３条又は第 23条の登録を受けていることが分かる書面の写し 

(5) 手配バス事業者の運送引受書の写し又は予約内容を確認できる書類の写し（加算助成

を申請する場合のみ） 

(6) 本県ツアー委託元の旅行会社との契約関係が分かる書類の写し（国内外の他の旅行会

社からの委託により本県ツアーの手配を請け負う場合のみ） 

(7) その他事務局が必要と認める書類 

 

(交付の決定及び通知) 

第７条 事務局は、第６条に定める書類の提出を受理した後、速やかに書類を審査し、助成条件

に適合すると認めたときは、「助成金交付決定通知書」（様式第３号）により、申請を受理した

日から起算して３営業日以内に申請者にメールで通知するものとする。 

２ 申請者は前項で受理した書類に不備があり、事務局から補正を求めるメールを受信したとき

は、その日から起算して 10 日以内に当該補正を行った書類を再提出しなければならない。な

お、期限内に再提出が無い場合、当該申請は無効とする。 

 

(事業の変更等) 

第８条 申請者は、助成事業の内容を変更する場合は、速やかに「助成金変更申請書」（様式第

４号）を事務局にメールで提出し、事務局の承認を受けなければならない。ただし、行程の変

更や交付決定額の 20 パーセント未満の減額等、軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 申請者は、助成事業の申請を取り下げる場合は、速やかに「助成金取り下げ申請書」（様式

第４号－２）を事務局にメールで提出し、事務局の承認を受けなければならない。 

３ 第７条の規定は前２項の手続きを行う場合に準用する。 

 

 

 



(実績報告) 

第９条 申請者は、本県ツアー終了日から起算して 10日以内に、「助成金実績報告書兼請求書」

（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて、事務局にメールで提出しなければならない。 

  (1) ツアー最終行程表（任意様式） 

(2) 宿泊利用確定証明書（様式第６号） 

(3) 有料観光施設利用確定証明書（様式第７号） 

(4) ツアー参加者名簿（任意様式、参加者の全員の氏名、国籍がわかるもの） 

(5) 手配バス事業者の運送引受書の写し（加算助成を請求する場合のみ） 

(6) その他事務局が必要と認める書類 

 

(助成額の確定) 

第 10 条 事務局は、第９条に定める書類の提出を受理した後、速やかに書類を審査し、助成金を

交付することが適当であると認めたときは、助成額を確定し、「額の確定通知書」（様式第８号）

により、実績報告を受理した日から起算して３営業日以内に申請者にメールで通知するものと

する。 

２ 申請者は前項で受理した書類に不備があり、事務局から補正を求めるメールを受信したとき

は、その日から起算して 10 日以内に当該補正を行った書類を再提出しなければならない。 

 

(助成金の支払) 

第 11 条 事務局は、第 10 条で定める書類を申請者にメールで送付した日から起算して原則とし 

て 14日以内に、交付申請時に申請者から指定のあった口座へ助成額を振り込むものとする。 

 

(交付の取消) 

第 12 条 事務局は、助成金の交付決定又は助成を受けた申請者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、交付決定の取り消し又は既に交付した助成金の全額を返金させることができる。 

 (1) 名義貸しや虚偽等、不正な手段により助成金の交付を受けた場合 

  (2) 各手続に必要とされる書類が期限内に提出されない場合 

  (3) この要領の規定に違反した場合 

  (4) 旅行業法及び関連法令等に違反した場合 

 

(関係書類の保管等) 

第 13 条 申請者は、当該助成の対象となった事業に関する経費の収支を明らかにした書類、帳簿

等を整備し、当該事業の終了した日の属する年度の翌年度から５年間これを保管しなければな

らない。 

 

(その他) 

第 14 条 この要領に定めのない事項については、栃木県と事務局が別途協議の上決定するものと

する。 

 

附則 

この要領は令和６(2024)年４月 10日から施行する。 



（別表１） 

エリア 市町 

日光 日光市 

那須 大田原市、矢板市、那須塩原市、塩谷町、那須町 

県央 宇都宮市、鹿沼市、さくら市、那須烏山市、上三川町、高根沢町、那珂川町 

県南 足利市、栃木市、佐野市、小山市、下野市、壬生町、野木町 

県東 真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町 

 
（別表２） 

 
（別表３） 

 ※以下の者については、助成対象外とする。 
  (1) 日本国籍を持つ参加者 

(2) 添乗員やツアーガイド等、旅行催行業務に携わる関係者 

  (3) 宿泊料金が掛からない参加者 
※加算助成については、基本助成に加算して助成するものとする。 

 
（別表４） 

 

栃木県訪日旅行商品造成助成事業事務局（株式会社日本旅行宇都宮支店） 

メールアドレス tochigi_hounichi@nta.co.jp 

電話番号 028-346-4171 

※至急の場合を除き、メールでの問い合わせを原則とする。 

受付時間 月曜日～金曜日 10：00～17：00 

※土日、祝日、年末年始（12/27～1/５）は営業時間外 

助成の種類 助成条件 1 名あたりの助成額 1本県ツアーあたりの限度額 

基本助成 上記第３条のとおり 10,000 円 1,000,000 円 

 

加算助成 

栃木県内に本社または支社

を有するバス事業者の貸切

バスを利用すること 

 

2,500 円 

 

250,000 円 

限度額を設ける区分 １社あたりの限度額 左記にかかる付帯事項 

交付申請する旅行会社 3,000,000 円  

ツアーを企画する旅行会社 3,000,000 円 ・本県ツアーの手配を他社に委託

し、委託先が交付申請した場合の

助成額を含むものとする。 


